
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人大学入試センター（法人番号5013205000379）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

① 役員報酬の支給水準の設定についての考え方

② 令和３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

大学入試センターは、大学に入学を志願する者に対し大学が共同して実施する
こととする試験に関する業務等を行うことにより、大学の入学者の選抜の改善を図り、
もって大学及び高等学校における教育の振興に資することを目的としている。大学
と共同して同一の期日に同一の試験問題により実施する大学入学共通テストは、
多くの大学が入学者選抜の一環として利用しているものであり、当センターは、問
題作成、試験の実施、答案の採点・成績提供及びその他一括して処理することが
適当な業務を滞りなく確実に実施することで、適切な入学者選抜を実現し、大学入
試の個性化・多様化に貢献している。

当センターの組織規模等を勘案すると同様の事業（令和４年度大学入学共通テ
スト志願者数：530,367人）を実施するものとして給与水準等の比較を行うことが適切
と考えられる民間法人や国・地方公共団体が運営する法人はないが、当センター
の業務は高等教育に密接に関わっていることから、役員報酬水準は近隣に所在す
る文部科学省所管の独立行政法人等の役員報酬水準を考慮の上、法人化移行前
の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定している。なお、国家公務
員指定職の給与改定が行われた際には同様の改定を行っている。

役員に支給される給与のうち、期末特別手当については、文部科学大臣が行う業
務実績に対する評価の結果を参考にして、その額の100分の10の範囲内で増減する
ことができることとしている。
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法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和３年度における改定内容

役員報酬基準は、本給、地域手当（本給の20％）、通勤手当及
び期末特別手当から構成されている。期末特別手当については、
役員給与規則に則り、期末特別手当基準額（本給＋地域手当＋
｛（本給＋地域手当）×１００分の２０｝＋本給×１００分の２５）に６
月１２月支給ともに１００分の１６７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇
月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて
得た額としている。（文部科学大臣が行う業務実績に対する評価
の結果を勘案して、１００分の１０の範囲内で増減することができ
る。）

なお、令和３年度では、国家公務員の給与改定が引き続き検討
中となったことから、「国家公務員一般職の給与に関する法律等
の一部を改正する法律」の成立後に、改正内容を踏まえて、対応
することとした。

役員報酬基準は、法人の長と同様である。役員給与規則に則り、
本給、地域手当（本給の20％）、通勤手当及び期末特別手当から構
成されている。期末特別手当については、役員給与規則に則り、期
末特別手当基準額（本給＋地域手当＋｛（本給＋地域手当）×１００
分の２０｝＋本給×１００分の２５）に６月１２月支給ともに１００分の１６
７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の
在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。（文部科学大臣
が行う業務実績に対する評価の結果を勘案して、１００分の１０の範
囲内で増減することができる。）

なお、令和３年度では、国家公務員の給与改定が引き続き検討中
となったことから、「国家公務員一般職の給与に関する法律等の一
部を改正する法律」の成立後に、改正内容を踏まえて、対応すること
とした。

役員報酬基準は、法人の長と同様である。役員給与規則に則り、
本給、地域手当（本給の20％）、通勤手当及び期末特別手当か
ら構成されている。期末特別手当については、役員給与規則に
則り、期末特別手当基準額（本給＋地域手当＋｛（本給＋地域手
当）×１００分の２０｝＋本給×１００分の２５）に６月１２月支給ともに
１００分の１６７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間に
おけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
（文部科学大臣が行う業務実績に対する評価の結果を勘案して、
１００分の１０の範囲内で増減することができる。）

なお、令和３年度では、国家公務員の給与改定が引き続き検討
中となったことから、「国家公務員一般職の給与に関する法律等
の一部を改正する法律」の成立後に、改正内容を踏まえて、対応
することとした。

役員給与規則に則り、非常勤役員手当（月額120,000円）を支給し
ている。

なお、令和３年度において改定は行っていない。
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２　役員の報酬等の支給状況
令和３年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,168 10,740 5,067
2,148

213
（地域手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

15,267 9,132 4,308 1,827
（地域手当） ◇

千円 千円 千円 千円

6,365 3,530 1,999
706
130

（地域手当）
（通勤手当）

8月31日

千円 千円 千円 千円

7,263 4,942 1,199
989
133

（地域手当）
（通勤手当）

9月1日
※

千円 千円 千円 千円

1,440 1,440 0 0

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

　法人の長

　理事

その他（内容）

法人の長

A理事

B監事

C監事

D監事
（非常勤）

役名
就任・退任の状況

前職

当センターの理事長は、法人全体の業務を総括する高いマ
ネジメント能力とリーダーシップに加え、当センターが入学者選
抜に関する調査及び研究の中核拠点としての役割を果たすた
めに、入学者選抜方法の改善に資する調査・研究を進めるな
ど、高度な専門性が求められる。理事長の報酬月額は、法人
化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて
決定しているが、昭和５２年５月の設立以来、試験方式等の改
善を行いながら、一環して大学入学者選抜に携わっており、理
事長の職務の特性は、法人化移行前と同等以上の職責である
と言える。

また、平成30年度の国家公務員指定職（事務次官）の年間報
酬額は23,374千円、令和２年度の文部科学省所管の他独立行
政法人等の長の年間報酬額は、約14,000千円～22,000千円
であり、公表対象年度の役員報酬規程を勘案すると同程度の
水準であることから、報酬水準は妥当であると考える。

当センターの理事は、多岐に渡る理事長の業務・意思決定を補
佐する立場にあり、とりわけ高等教育行政について高度な専門性
が求められる。理事の報酬月額は、国家公務員指定職俸給表の
俸給月額を踏まえて決定しているが、理事の職務の特性は、上記
のとおり法人化移行前と同等以上の職責であると言える。

また、令和２年度の文部科学省所管の他独立行政法人等の理
事の年間報酬額は、約13,000千円～18,000千円であり、公表対象
年度の役員報酬規程を勘案すると同水準であることから、報酬水
準は妥当であると考える。
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　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

監事は、上記のとおり業務を遂行する上で当センターの業務内
容に精通していることに加え、高等教育分野に対する高度な専門
性が求められる。監事の報酬月額は、国家公務員指定職俸給表
の俸給月額を踏まえて決定しているが、監事の職務の特性は、上
記のとおり法人化移行前と同等以上の職責であると言える。

また、令和２年度の文部科学省所管の他独立行政法人等の監
事の年間報酬額は約11,000千円～17,000千円であり、公表対象
年度の役員報酬規程を勘案すると同水準であることから、報酬水
準は妥当であると考える。

非常勤監事の報酬月額は国家公務員指定職俸給表の俸

給月額を踏まえ、勤務形態及び勤務日数を勘案して算出し

ている。
また、令和２年度の文部科学省所管の他独立行政法人等

の非常勤監事の年間報酬額は約200千円～約14,000千円で
あり、公表対象年度の役員報酬規程を勘案すると同水準で
あることから、報酬水準は妥当であると考える。

職務内容の特性や参考となる他法人や民間企業における役
員報酬等との比較などを考慮すると法人の報酬水準は妥当
であると考える。
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４　役員の退職手当の支給状況（令和３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

10,113 9 R4.3.31 （仮）
※

千円 年 月

該当者なし
◇

千円 年 月

4,801 5 5 R3.8.31 （仮）

千円 年 月

該当者なし
※

千円 年 月

該当者なし

注１：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注２：法人の長及びB監事の支給額は、当該役員が在職した期間の業績勘案率が決定されていないため、
　　　「暫定的な業績勘案率（1.0）」により算出している。

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

C監事
該当者なし

D監事
（非常勤）

該当者なし

判断理由

法人の長

該当者なし

A理事
該当者なし

B監事
該当者なし

法人での在職期間

法人の長

A理事

B監事

C監事

D監事
（非常勤）

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

期末特別手当については、役員給与規則に則り、文部科学大臣が行う業務実績に
対する評価を参考にして、その額の100分の10の範囲内でこれを増額し、又は減額
することができることとしている。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和３年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

72 40.3 6,735 4,928 162 1,807
人 歳 千円 千円 千円 千円

63 38.3 6,241 4,593 168 1,648
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 53.7 10,196 7,277 114 2,919

人 歳 千円 千円 千円 千円

10 44.7 8,825 6,525 137 2,300
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 47.6 9,346 6,936 134 2,410
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 37.8 7,609 5,568 145 2,041

人 歳 千円 千円 千円 千円

9 53.4 5,984 5,984 197 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 53.4 5,984 5,984 197 0

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：常勤職員の「教育職種」とは、国の教育職俸給表（一）相当の者である。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

任期付職員

事務・技術

区分

事務・技術

教育職種

うち所定内
令和３年度の年間給与額（平均）

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

事務・技術

常勤職員

うち賞与平均年齢
総額

人員

教育職種

任期付職員（年俸制）

独立行政法人通則法（平成１１年法律第103号）第50条の10第３項に基づき、業務

の実績、社会一般の情勢（国家公務員の給与水準等）に適合するように十分考慮し、

学歴、試験、経験及び職責の度合いを基に給与水準を決定している。

職員の勤務成績を考慮し、昇格、昇給を実施しているほか、勤勉手当の成績

率に反映させている。

職員給与規則に則り、俸給及び諸手当（扶養手当、管理職手当、地域手当、単身

赴任手当、住居手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜勤手当、宿直手当、管

理職員特別勤務手当、通勤手当、期末手当、勤勉手当及び期末特別手当）として

いる。期末手当については、期末手当基準額（俸給＋扶養手当＋地域手当＋役職

段階別加算額＋管理職加算額）に６月１２月支給ともに１００分の１２７．５を乗じ、さら

に基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて

得た額としている。勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋地域手当＋役

職段階別加算額＋管理職加算額）に同規則に定める基準に従って定める割合を乗

じて得た額としている。
なお、令和３年度では、国家公務員の給与改定が引き続き検討中となったことから、

「国家公務員一般職の給与に関する法律等の一部を改正する法律」の成立後に、
改正内容を踏まえて、対応することとした。
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②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

代表的職位

部長 2 - -

課長 3 45.2 8,736

課長補佐 12 50.8 7,616

係長 21 39.1 6,056

主任 5 35.3 5,374

係員 20 28.9 4,456

-

8,327～6,533

7,348～4,883

5,948～4,966

人員

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕

平均年齢

注2：48-51歳、52-55歳の該当者は2人以下であるため、当該個人に関する情報が特定される
　　　おそれのあることから、平均給与額及び年間給与額の第１・第３四分位については表示していない。

分布状況を示すグループ

千円

最高～最低

5,152～3,717

注1：部長の該当者は2人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　   平均年齢及び年間給与額については記載していない。
注2：課長の該当者は3人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　   年間給与額の最高額・最低額については記載していない。

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

-

年間給与額

0

2

4

6

8

10

12

14

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

２０－２３

歳

２４－２７

歳

２８－３１

歳

３２－３５

歳

３６－３９

歳

４０－４３

歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）
千円 人
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④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

53.4 52.6 53.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.6 47.4 47.0

％ ％ ％

         最高～最低 52.7～40.1 55.7～40.1 53.1～40.1

％ ％ ％

57.3 57.3 57.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.7 42.7 42.7

％ ％ ％

         最高～最低 46.9～39.4 47.4～39.4 46.1～40.1

３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　 　１００．３

　給与水準の妥当性の
　検証

・年齢・地域・学歴勘案　　　 　   ９０．４

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１０１．８

国家公務員の給与水準に十分配慮し、当該センターの業務の特殊性を踏ま
えて、引き続きその適正な水準を維持するよう取り組む。

一律支給分（期末相当）

内容

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

対国家公務員
指数の状況

・年齢・地域勘案　　　　　　  　 　９１．３

項目

賞与（令和３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

年齢のみを勘案した対国家公務員指数は101.8と1.8ポイント上回っている
が、これは当センターが東京都特別区に所在し、全職員に対して1級地の支
給率（20％）で地域手当を支給しており、国家公務員のうち、１級地の支給率
で地域手当を支給している人員の割合（26.6％※）を大きく上回っていること
によると考えられる。
※「令和３年国家公務員給与等実態調査」より

（主務大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員
の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国家
公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性について、
説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関する基
本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び業務の実績等を総合的に勘案したうえ
で、職員の給与水準を設定しており、対国家公務員指数の一部が100を上
回っていることについての理由の説明及び給与水準の妥当性の検証結果か
ら、適切な対応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の設定に
努めていただきたい。

（法人の検証結果）
【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　7.4％
(国からの財政支出額912,987千円、支出予算の総額12,323,316千円：令和３年度予
算）

【累積欠損額について】
累積欠損額0円（令和２年度決算）

【管理職の割合 7.9％（事務・技術職員数63名中5名）】

【大卒以上の高学歴者の割合93.7％（事務・技術職員数63名中59名）】

【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合7.8％】
支出総額13,324,609千円、給与・報酬等支給総額1,034,788千円（令和２年度決算）

俸給表、諸手当等の給与体系は、「一般職の職員の給与に関する法律」に準拠して
おり、また、在勤地域（1級地）を勘案した対国家公務員指数は90.4と100を下回ってい
ることから、給与水準は適切であると考える。
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D) 162,105 157,902
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

1,351,312

90,914
非常勤役職員等給与

福利厚生費

最広義人件費
1,216,862

1,034,788

51,727

区　　分

給与、報酬等支給総額
884,933

退職手当支給額
83,113

102,692

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

○ ２２歳（大卒初任給）

月額 182,000円 年間給与 2,706,000円
○ ３５歳（主任）

月額 296,000円 年間給与 4,846,000円
○ ５０歳（課長補佐）

月額 438,000円 年間給与 7,375,000円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、
子1人につき10,000円）を支給

職員の勤務成績を考慮し、昇格、昇給を実施しているほか、勤勉手当の成

績率に反映させている。

(1)当該年度は、前年度に比べて最広義人件費が134,450千円減少となっている。
これは、大学入学共通テストの実施に当たっての新型コロナウイルス感染症予防対策対応に追わ
れた前年度に比べて所定労働時間外勤務が減少したこと等に伴い、給与、報酬等支給総額が、
前年度比149,855千円減少したことが主な要因である。

(2)退職手当については、「国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律」（平成29年法律
第79号）に基づき、以下の措置を講ずることとした。
・役員に関する講じた措置の概要

退職手当の額に乗じる調整率を、平成30年1月から100分の10.4625に引き下げた。
・職員に関する講じた措置の概要

退職手当の基本額に乗じる調整率を、平成30年1月から100分の83.7に引き下げた。
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